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平成３０年第１回長与町議会定例会 

議事日程（第１号） 

 

平成３０年 ３月 ６日（火） 

午 前 ９時３０分 開 議  

日程 議案番号 件        名 備 考 

１ ― 会議録署名議員の指名 
 

２ ― 会期の決定 
 

３ ― 議長報告 
 

４ ― 行政報告 
 

５ ― 施政方針説明  

６ １ 
和解及び損害賠償の額の決定に係る専決処分の承認を求めること

について 
 

７ ２ 
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長与町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を

改正する条例 
 

１３ ８ 町長及び副町長の給与に関する条例の一部を改正する条例  
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長与町教育委員会教育長の給与及び旅費支給並びに勤務時間等に
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１７ １２ 長与町国民健康保険条例の一部を改正する条例  

１８ １３ 長与町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例  

１９ １４ 
長与町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す
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日程 議案番号 件        名 備 考 
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３７ ３２ 平成３０年度長与町介護保険特別会計予算  

３８ ３３ 
平成３０年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理事業特別会計
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３９ ３４ 平成３０年度長与町水道事業会計予算  

４０ ３５ 平成３０年度長与町下水道事業会計予算  
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平成３０年第１回長与町議会定例会会期日程（案） 

 

◎  会 期  ３月６日（火） ～ ３月２３日（金） １８日間 

月 日 曜 時  間 区 分 備       考 

３ 

６ 火 ９：３０ 本会議 

議長報告、行政報告、施政方針説明 

議案上程（提案理由説明） 

  （全員協議会） 

７ 水 ９：３０ 本会議 

一般質問（５名） 

（午前）吉岡議員 ・ 饗庭議員 

    （午後）岩永議員 ・ 分部議員 

西岡議員 

８ 木 ９：３０ 本会議 

一般質問（５名） 

（午前）浦川議員 ・ 金子議員 

    （午後）堤 議員 ・ 安部議員 

中村議員 

９ 金 ９：３０ 本会議 

一般質問（１名） 

（午前）河野議員  

議案に対する質疑・採決（委員会付託以外の議案） 

議案に対する質疑・付託（委員会付託議案） 

（全員協議会） 

１０ 土 ― 休 会  

１１ 日 ― 休 会  

１２ 月 ９：３０ 委員会 付託案件審査 

１３ 火 ９：３０ 委員会 付託案件審査 

１４ 水 ９：３０ 委員会 付託案件審査 

１５ 木 ９：３０ 委員会 付託案件審査 

１６ 金 ９：３０ 委員会 付託案件審査 

１７ 土 ― 休 会  

１８ 日 ― 休 会  

１９ 月 ９：３０ 委員会 付託案件審査 

２０ 火 ９：３０ 委員会 付託案件審査 

２１ 水 ― 休 会 （春分の日） 

２２ 木 ９：３０ 委員会 付託案件審査予備日、委員長報告取りまとめ 

２３ 金 ９：３０ 本会議 委員長報告・採決（委員会付託議案） 

 



 

◎一般質問通告一覧（平成３０年第１回長与町議会定例会）    平成３０年３月 

 

７ 
 
 
 

日 

午 
 

前 

吉 岡  清 彦   議 員 

① 役場組織の中で、各部署において吉田町政が誇れるものは何かについて 

② 全国５大新聞を含めた新聞による情報収集の活用、利用について 

饗 庭  敦 子   議 員 

① 高齢者福祉政策について 

② 子ども医療費の助成対象拡大について 

午 
 

後 

岩 永  政 則   議 員 

① 長与町自治基本条例及び長与町職員倫理条例並びに長与町長等政治倫理 

 条例の制定について 

② Jアラート（全国瞬時警報システム）とその運用について 

③ 乗合タクシー（コミュニティバス）について 

分 部  和 弘   議 員 

① 町長の思う町づくりについて 

② 持続可能な開発目標について 

西 岡  克 之   議 員 

① 本町の交通問題について 

② 本町の子育て政策について 

８ 
 
 
 

日 

午 
 

前 

浦 川  圭 一   議 員 

① 監査委員の選任について 

② 手数料徴収の適正化について 

③ 地域公共交通の充実について 

金 子   恵    議 員 

① 若者支援における課題・到達点について 

② 住民参加型の行政のあり方について 

午 
 

後 

堤    理 志   議 員 

① 公共施設の老朽化対策、有効活用について 

安 部   都    議 員 

① 教育行政について 

② 子ども医療行政について 

中 村  美 穂   議 員 

① 乳がん、子宮がん検診について 

② 結婚相談事業について 

９ 

日 

午 

前 

河 野  龍 二   議 員 

① 高田南区画整理事業について 

② 子ども医療費助成拡大について 

 

 

 

 

 

 

 

 



○議長（内村博法議員） 

皆さん、おはようございます。ただいまから平成３０年第１回長与町議会定例会を開

会いたします。これから本日の会議を開催いたします。 

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。会議録署名議員は、会議規則第１２７

条の規定により、１５番吉岡清彦議員、１６番竹中悟議員を指名いたします。 

次に日程第２、会期の決定の件を議題といたします。 

お諮りします。本定例会の会期は、本日から３月２３日までの１８日間にしたいと思

います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

よって会期は、本日から３月２３日までの１８日間に決定いたしました。 

次に日程第３、議長報告を行います。 

議長報告でありますが、お手元に配付したとおりであります。 

次に請願陳情文書表について申し上げます。会議規則第９１条並びに第９２条の規定

により、請願第１号については産業厚生常任委員会に付託いたしましたので報告いたし

ます。なお、陳情につきましてはありません。これで議長報告を終わります。 

次に日程第４、行政報告を行います。行政報告の発言を許します。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君） 

皆さん、おはようございます。花のつぼみもほころぶ季節となってまいりました。議

員各位におかれましては御健勝のこととお喜びを申し上げます。平成３０年第１回長与

町議会定例会をお願いいたしましたところ、大変御多用の中に御出席をいただき、厚く

御礼を申し上げます。本日から開会をしていくわけでございますけれども、本議会にお

きましても、新年度の当初予算をはじめ、多くの議案をお願いをいたしております。長

期間になるかと思いますけれども、どうぞよろしく御審議をいただき、御決定をいただ

きますようお願いを申し上げます。それでは、平成２９年１２月から平成３０年２月に

かけましての行政報告をさせていただきます。お手元に資料を配付させていただいてお

りますので、主要な部分だけ御報告をさせていただきます。１２月１２日に時津町及び

長与町防災行政無線等の活用に関する覚書締結式を執り行いました。これは連続発生が

予想される事件や特殊詐欺の予兆電話、高齢者の行方不明などの事案が発生した場合に

時津警察署からの要請により防災行政無線等を通じて迅速な情報発信を行うための覚書

を締結しております。住民の高齢化や核家族化が進む現状におきまして、今後も時津警

察署や各種関係機関との連携を強化し、町民皆様の安全安心なまちづくりに努めてまい

りたいと思っております。２０日には長与町として初めての長崎県知事及び長崎県議会

議長要望を行いました。これは、多様な行政課題に適切に対応し持続可能で成熟したま

ちづくりのために要望したもので、高田南土地区画整理事業の整備促進、都市計画道路



西高田線の整備促進、子育て支援のための子ども医療費助成の充実、健康増進の総合的

な推進を図るための健康ポイント事業に関する制度創設、普通教室、特別教室への空調

設置、公立小中学校トイレの洋式化率の向上の６項目について内村議長と連名で要望活

動を行いました。中村知事及び八江県議会議長に対して、本町の抱える課題について御

理解をいただくとともに、その解決に向け強く要望を行いました。今後も県に対して働

きかけを行い、要望項目の解決に取り組んでまいりたいと思っております。 

１月に入りまして７日に長与町成人式を執り行い、本町の未来を担う４１５人が晴れ

て成人の仲間入りをしております。また９日には長与町消防出初式を執り行い、消防活

動に功績をいただきました９６人の消防団関係者へ表彰状及び感謝状の授与を行いまし

た。議員各位におかれましては、寒い中に両日共に多くの御出席をいただき、心より感

謝を申し上げる次第でございます。２月に入りまして２１日に長与町災害対策本部設置

訓練を行いました。これは長崎県職員災害対応訓練に合わせて実施をしており、長与町

と時津町で震度６強の地震が発生したとの想定で行いました。長与町でも災害対策本部

を設置し、各部局で被害状況を収集し、その情報を県の情報連絡員へ報告いたしました。

この訓練は本町では初めて実施し、とても有意義な訓練になりました。災害はいつ発生

するか分かりませんので、今後も危機意識を持って住民の皆様の安全安心を守ってまい

ります。また１月１４日に開催されました第３６回全国都道府県対抗女子駅伝に長与中

学校３年生の久松彩己さんが出場し、本県３位入賞へ貢献いたしました。若い力の活躍

は、本町にとりましては誠に誇らしく喜ばしい限りであり、今後の活躍に期待するとこ

ろでございます。その他、お手元に配付のとおり、多くの行事や会議があっております。

議員各位におかれましては、御多忙の中に御出席、御協力をいただきましたことに、重

ねて感謝申し上げる次第でございます。以上が１２月から２月にかけての行政報告でご

ざいます。次に載せてあります５,０００万円未満の入札結果とあわせまして御参照い

ただければと存じます。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

以上で行政報告を終わります。次に日程第５、施政方針の説明を許可いたします。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君） 

それでは、本定例会におきまして、平成３０年度当初予算をはじめ、各種の議案審議

をお願いするに当たり、今後の町政運営に対する所信の一端を申し上げ、議員各位をは

じめ、町民皆様の御理解と御協力を賜りたいと存じます。昨今の新聞紙上では、今春卒

業の大学、大学院生の就職内定率が過去最高、あるいは有効求人倍率が４４年ぶりの高

水準といった報道がなされ、我が国の経済状況は、失業率の低下と就業者数の増加や女

性や若者の就業環境の改善等が示すように、雇用、所得環境の大幅な改善を達成し、経

済の好循環が実現しつつあるとされております。また国はこの流れをより確かなものと

し、持続的な経済成長を実現するため、人づくり革命、生産性革命を断行するとともに、



引き続きその土台となる地方創生を大胆に進め、国難ともいうべき少子高齢化、地方消

滅の危機の克服に最大限の力を注ぐとしています。特に少子高齢化につきましては、本

町におきましても地域社会の存亡に関わる問題として深刻に捉え、将来的にも一定規模

の人口を有しながら持続可能で活気ある地域社会を維持していくため、平成２７年にま

ち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、当該計画を包含する第９次総合計画とともに、

一体的に推進しているところでございます。国と地方のこれまでの取組を通じ、国レベ

ルでは出生率が向上し、その結果として人口減少速度が緩和しております。また、保育

所整備、利用率の大幅な上昇により、女性の労働参加率がアメリカ、フランスを上回る

などといった成果も出ております。しかし、人口減少の最大要因でありますところの東

京圏への人口一極集中は、むしろ加速している状況にございます。先に総務省が公表い

たしました平成２９年の人口移動報告では、東京圏の転入超過は１１万９,７７９人で、

２２年連続、平成２１年以降最大とされております。長崎県の状況は、同じく平成２９

年の１年間に全国６番目となる５,８８３人の転出超過、依然として大幅な人口減少が

続いております。本町でも進学、就職の年齢層を中心に３６５人の転出超過という状況

でございます。この進学、就職の年齢層の転出超過傾向は、地方特有の構造的な問題で

もあり、短期的に改善することは容易ではありませんが、国や県、関係機関と密接に連

携し、若い世代の地元への定着を促進する取組を進めてまいります。さらに、本町の皆

さんは結婚、出産、子育てに対する積極的な姿勢を有しておられますので、引き続き、

子育て、教育環境や自然環境と都市機能が調和した暮らしやすさに一層磨きをかけ、出

生率の向上と子育て世代を中心とした定住者の増加を目指してまいります。 

昭和４４年１月１日に町制を施行した本町は、来る平成３１年１月に町制施行５０周

年を迎えます。町制施行当時１万３,５００人程度であった人口は、現在４万２，３０

０人を擁し、長崎市のベッドタウンとして目覚ましい発展を遂げてまいりました。平均

年齢も比較的若く、子育て世代が多く暮らす本町は、長崎市に隣接する都市機能の利便

性と身近で豊かな自然環境を併せ持ち、今や子育てと教育のまち、機能的で暮らしやす

いまちとして内外で高い評価を得ております。かつての爆発的な人口増加にも関らず、

暮らしやすさで常に新たな住民を惹きつける求心力を保ち続けることができたのも、本

町に暮らす新旧住民が相互に融和し、ともに知恵を絞り、手を携えて努力してきた賜物

であると確信をしております。平成３０年度、３１年度と２か年にわたり記念事業を実

施してまいりますが、これまでの町の発展の過程と、それを支えてきた人々への感謝の

思いを共有できるような、また新たな５０年を迎えるに当たり、本町のさらなる飛躍を

予感させ得るような事業を展開してまいりたいと考えております。 

私はこれまで一貫して幸福度日本一のまちづくりを標榜してまいりました。地方創生

の観点から、危機的な少子高齢社会に適切に対応するとともに、持続可能な人に優しい

成熟したまちを創るため、現在第９次総合計画及びまち・ひと・しごと創生総合戦略を

一体的に推進していることは前述のとおりでございます。いずれも策定から３年目、計



画の中間年度を迎え、事業の進捗とともに一定の成果が問われる段階へと入ってまいり

ます。これまで準備を進めてまいりました健康ポイント事業、乗合タクシーがいよいよ

実施段階へ入ります。さらに高田南土地区画整理事業につきましては、国や県の御理解、

御協力を得ながら一括施工による早期完了を目指します。その他、各所管における各種

の事務事業につきましても、数値目標やＫＰＩを含む所期の目的を達成すべく、総合的

かつ着実な推進を図り、子どもから高齢者まで全ての町民にとって、住みたい、住み続

けたい、住んで良かったと言われるような幸福度日本一のまちを目指してまいります。 

続きましては、財政運営に対する姿勢でございます。平成３０年度予算編成に関して、

国は前述のとおり、雇用、所得環境は大きく改善し、経済の好循環が実現しつつあると

しながらも、国債費が毎年度の一般会計歳出総額の２割以上を占めるなど、厳しい状況

にあるなどという理由から、歳出全般にわたり聖域無き徹底した見直しを推進するとし

ています。また、地方に対しても国の取組と基調を合わせた徹底した見直しを求めてい

ます。長崎県におきましても、近年義務的経費が増大する一方で県税や地方交付税など

の歳入が伸び悩むなど、厳しい財政運営を強いられておりまして、分野を問わず、事業、

施設、職員配置のあり方そのものまで踏み込んで検討する財政構造改革のための総点検

を加速するとしております。本町も同様に、社会保障関連経費の大幅な伸びや減少傾向

にある地方交付税に加え、進行中の大型公共事業、さらに今後老朽化した公共施設等の

維持管理経費の増大が見込まれるなど、厳しい財政運営を強いられており、国や県と同

様、徹底して無駄を排除する姿勢と将来にわたる財政の健全性の維持が求められており

ます。こうしたことから平成３０年度予算編成につきましては、前の年度に引き続き、

一部経常経費等へのシーリング導入や資機材調達手法の再検討等を含め、厳しい姿勢に

て経費節減に努めたところでございます。本会議で御審議いただく平成３０年度一般会

計当初予算の規模は１２２億５,４５４万３,０００円、平成２９年度比で０.４％の増

という状況でございます。予算の執行に当たりましては、費用対効果を常に念頭に置き、

効率的かつ成果を重視した行財政運営に努めてまいります。 

それでは、平成３０年度における重点施策・主要事業等につきまして所管ごとに御説

明をいたします。まず総務部でございます。これまでも第４次長与町行政改革大綱実施

計画に基づいた行政改革の遂行、また業務改善活動にも取り組みながら、事務の効率化、

経費の節減、事業の充実、住民サービスの向上を目指し、効果的、効率的な行政運営に

努めてまいりました。平成３０年度におきましても、引き続き第４次長与町行政改革大

綱実施計画に基づき、一層の行政改革を推進するほか、人事評価制度や職員研修制度な

どを活かした職員の意識改革、資質向上のための人材育成や時間外勤務の状況、業務量

の変化に応じた人員配置を継続して行うことで、事務事業を処理し得る組織編成を図っ

てまいります。情報管理部門では、安定的な電算システムの運用管理を図るとともに、

行政事務の効率化を進め、さらなる住民サービスの向上を進めてまいります。また、社

会保障・税番号制度におきまして、女性活躍推進等に対応したマイナンバーカード等の



記載事項の充実のため、希望する者に係るマイナンバーカード等への旧姓の併記等を可

能とするようシステム改修を行うほか、情報連携に係る業務運用が円滑にできますよう

関係所管課への支援を行ってまいります。消防防災事業では、消防団を核とした地域防

災力の充実強化を図るため、消防車の更新を行うとともに消防装備の改善や団員の処遇

改善を図ってまいります。また、本年２月に県が土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒

区域を本町で指定したことから、ハザードマップ等による町民への周知を行い減災に努

めてまいります。地域協働では、地域の安全安心な暮らしを支える最も身近な組織であ

ります自治会や地区コミュニティ活動を引き続き支援するとともに、加入促進、会員確

保に向け、積極的な広報活動を行ってまいります。交通安全対策事業では、季節ごとの

交通安全運動を積極的に実施しつつ、関係団体と連携し、交通安全教育や体験型の講習

会を開催し、交通安全意識の啓発及び交通マナーの向上に努めるとともに、特に子ども

と高齢者を交通事故から守る施策を行ってまいります。また、今後の本町における交通

安全対策、各種事業の基礎資料とするため、町内主要箇所における交通量調査を実施を

いたします。防犯対策事業では、警察や地域の見守りの皆様の御協力をいただきながら

「カギかけんば、ひと声かけんば、見守りせんば」の犯罪なく３（さん）ば運動を広く

啓発、実施し、犯罪を未然に防ぐまちづくりに努めます。また、実体の見えない、顔の

見えない犯罪である特殊詐欺等の被害防止に向け、町民の皆様に、よりタイムリーな情

報提供ができるよう警察等と連携してまいります。防犯灯のＬＥＤ化につきましては、

５か年計画を４年に短縮し、３年目の平成３０年度は北部地区を中心に交換を進めてま

いります。 

次に企画財政部でございます。まず現下の本町のまちづくりの基盤である長与町第９

次総合計画及び長与町まち・ひと・しごと創生総合戦略につきまして、策定から３年目

の中間年度を迎え、事業の進捗とともに一定の成果が問われる段階へ入ります。数値目

標やＫＰＩを意識した実効性のある事務事業評価及び施策評価を実施するなど、所管各

課との連携により適切な進行管理に努め、成果を意識した両計画の一体的かつ効果的な

推進を図ります。また、平成２８年度策定の長与町公共施設等総合管理計画その後につ

きましては、平成２９年度に劣化状況調査を実施いたしました。優先度が高いものから

修繕、補修を実施するとともに、将来の個別施設計画策定に向け、施設マネジメントの

方向性について検討してまいります。長与町地域公共交通網改善計画に基づく乗合タク

シーにつきましては、関係機関による地域公共交通会議を経ながら、地域住民、タクシ

ー事業者や警察との度重なる協議により、具体的な運行計画の作成を進めているところ

でございます。当初の想定どおりの町内２地域において、６か月間の試験運行を実施い

たします。長崎市、時津町との１市２町による連携中枢都市圏形成につきましては、協

約締結後の平成２９年３月に長崎連携中枢都市圏ビジョンを策定し、活力と魅力にあふ

れる長崎都市圏を目指すべき将来像に掲げています。引き続き適切な役割分担による効

率的、効果的な事業構築、実施に加え、新たな連携の可能性についても検討をいたしま



す。町制施行５０周年事業につきましては、平成３０年度、３１年度と２か年にわたり

実施をしてまいります。平成３０年度におきましては、まずは町制施行５０周年を知っ

ていただくため、ロゴやキャッチコピーを募集するなどの募集事業及びキャッチコピー

等を利用し、各種媒体を介した周知事業を中心に実施をしてまいります。 

続きまして、財政運営でございます。本町の財政状況は、社会保障関連経費の大幅な

伸びや減少傾向にある地方交付税に加え、進行中の大型公共事業、さらに今後老朽化し

た公共施設等の維持管理経費の増大が見込まれるなど、年々厳しさを増しております。

しかし一方で、基礎的自治体である本町の動向は住民生活に直結していることから、財

政の健全性を維持しつつも新たな行政課題や多様化する行政需要に適切に対応していか

なければなりません。これを可能とするため、予算編成、執行の各段階において、真に

必要性、優先性が高い事業への集中化、重点化を図るとともに、歳出全般にわたり無駄

を徹底的に排除し、各種財政指標の動向に細心の注意を払いながら、健全財政の堅持に

努めてまいります。課税事務につきましては、町税が本町の歳入の根幹をなすことから、

課税客体の的確な把握と適正かつ公平な課税に努めます。収納推進業務におきましては、

各債権の一元化により滞納債権の縮減が図られているところでございます。今後も債権

業務の効率化を図り、法に基づく滞納処分など、さらなる債権回収に努めてまいります。

また生活困窮者対策としまして、引き続きファイナンシャル・プランニング事業を活用

し、生活改善による安定的な納税に繋げてまいります。 

続きまして、住民福祉部でございます。住民の福祉と環境を守るという住民と密接な

繋がりを持つ業務であることから、住民の思いに寄り添った対応に努めてまいります。

行政の基盤となる住民基本台帳や戸籍、マイナンバー情報を取り扱う住民窓口では、引

き続きセキュリティ対策を徹底するなど安全性を高め、信頼されるサービスの提供を行

ってまいります。環境分野につきましては、この自然豊かで美しい環境のまちを次世代

に引き継ぐために、環境美化の促進や地球温暖化防止の普及、啓発の取組を進めてまい

ります。また循環型社会の構築のために、町民との協働により、ごみの減量化とさらな

る資源リサイクルの取組を進めてまいります。ごみ処理施設につきましては、長与・時

津環境施設組合及び時津町とともに、安全かつ適正な稼働を図ってまいります。焼却施

設関連の板の浦公園の整備も進んでおります。完成後は多くの皆様に憩いの場として利

用していただきたいと思っております。子育て支援につきましては、まず支援環境の整

備といたしまして、町内に５館ある児童館のうち４館におきましても子育て支援センタ

ー連携型を実施し、地域の子育て親子の交流の場として充実を図ってまいります。支援

体制の整備といたしまして、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業に取り組み、

要保護児童対策地域協議会をはじめとする地域ネットワーク構成員のさらなる連携強化

や担当職員の専門性強化を図り、児童虐待の早期発見、早期対応並びに発生予防に努め

ます。また、発達障害児等の福祉の向上を図ることを目的に、保育所や放課後児童クラ

ブなど子どもや保護者が集まる場所を巡回し、子どもの発達が気になる段階から適切な



関わりができるよう支援の強化を行います。地域福祉につきましては、避難行動要支援

者等管理支援システムの導入に伴い、自治会、自主防災組織及び関係機関と連携を図り

ながら、見守り活動並びに災害時における支援に向けた個別計画の策定に取り組んでま

いります。高齢者福祉につきましても、高齢化社会の進展により高齢者の方々のニーズ

も様々になっていく中で、時代に即した効果的な事業を実施し、高齢者の健康づくりと

安心して生活できる環境づくりに努めてまいります。今回、高齢者に関する施策の一部

見直しを行い、高齢者の皆様から要望が多くあっておりました交通費助成について取り

組んでまいります。障害者福祉におきましては、平成３０年度が第４次障害者計画、第

５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画の実施初年度となることから、計画におけ

る目標達成に向けて関係機関と連携を図りながら、実施状況の把握に努め、障害の特性

に応じた支援を進めてまいります。 

続きまして、健康保険部でございます。健康づくりにつきましては、第２次健康なが

よ２１に基づき、健康寿命の延伸と健康格差の縮小を目標に取り組んでいるところでご

ざいます。先般発表された健康ながさき２１の中間評価では、本町の平均寿命は男性８

１.９１歳、女性８８.２９歳と、県内でそれぞれ２位、１位となっております。平均自

立期間も男性８０.３５歳、女性８４.４９歳と計画策定時との比較で、男性１.９５年、

女性３.３８年、それぞれ延伸いたしましたが、まだまだ平均寿命と平均自立期間に差

があるのが現状でございます。そこで平成３０年度から新たに健康無関心層をターゲッ

トに健康ポイント事業をスタートいたします。通称を「貯めんば損たい！ながよミック

ンポイント」といたしますが、この事業は、歩く、健診を受診するなどの健康活動を行

うことでポイントを獲得し、貯まったポイントを町内商品券やミックングッズ、健康づ

くり助成券などと交換できるという楽しみと健康を同時に手に入れる事業となっており

ます。是非多くの皆様に参加していただきたいと思っております。国民健康保険事業に

つきましては、平成３０年４月から長崎県も運営に加わり、財政運営の安定化を図って

まいります。各種手続や保険証の交付、保険税の通知や特定健診などは、これまでどお

り町で行ってまいります。これからも町民の健康維持増進、そして健康寿命の延伸を達

成できるようデータヘルス計画に基づき、効果的な保健事業を実施し、医療費適正化に

努めてまいります。また、徴収業務につきましては、これまで以上にきめ細かい収納対

策を実施するなど収納率の向上と公平な負担の確保に努めてまいります。介護保険事業

につきましては、平成３０年度から３２年度までの３か年を計画期間として、長与町老

人福祉・第７期介護保険事業計画を策定したところでございます。第７期計画では第６

期計画に引き続き、団塊の世代が７５歳以上になる２０２５年を見据え、地域包括支援

センターを核に医療機関や介護事業所などと連携し、医療や介護が必要になっても住み

慣れた地域で医療、介護、生活支援サービスを受けながら、安心して暮らせるまちづく

りを目指す長与町版地域包括ケアシステムの実現に向けた取組を深化してまいります。

そのため、切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築を目指し、引き続き長与



町在宅医療介護連携推進協議会により、医療介護連携に係る課題の解決をはじめ、住民

への周知を図ってまいります。また、認知症の人ができる限り住み慣れた地域において

自立した日常生活を営むことができるよう、認知症の方や家族の方への必要な支援を充

実してまいります。その取組として、認知症の早期発見、早期対応のため、医師会等各

関係機関と連携して認知症初期集中支援チームを設置するとともに、これまでの地域包

括ケアコーディネーターによる相談に加え、認知症カフェの設置など相談体制の充実を

図ってまいります。生活支援につきましては、地域の支え合いをテーマに身近な地域で

の支え合いによる生活支援や元気な高齢者の皆様などが主体となった介護予防サービス

の提供体制の構築、自立支援のための情報提供や高齢者のニーズに対する支援等に向け、

地域包括ケアコーディネーターを中心に、一体的な生活支援となるよう体制の整備を図

ってまいります。介護予防につきましては、これまで進めてまいりました地域支援事業

に加え、健康ポイントの導入による健康意識の高揚に伴い、その相乗効果による住民主

体の介護予防への取組を支援してまいります。 

続きまして、建設産業部でございます。農業の振興につきましては、有害鳥獣被害防

止対策事業をはじめ、本町の特産品である柑橘の品質向上対策並びに優良苗木の更新事

業を継続してまいります。また地産地消を促進する農産物直売所の充実に向けた畑作物

拡大事業や落葉果樹等苗木購入補助など、継続して支援を行ってまいります。この他水

産関係ではヒラメ、ナマコなどの稚魚放流事業や大村湾の再生活動を引き続き実施いた

します。次に林業関係でございますが、継続事業の治山事業であります嬉里郷の梶原地

区や岡郷の佐敷川内地区につきましては、平成３０年度においても県当局の指導を仰ぎ、

山地防災の強化を図ってまいります。続きまして商工観光関係でございますが、創業塾

の開催や長与町中央商店街等対策事業などを継続し、町内事業者の経営安定と販売力向

上に向け、引き続き商工会と連携し、各種支援事業を展開してまいります。その他交流

人口の拡大を図る長与川まつりや長与シーサイドマルシェでは、実行委員会の協力を仰

ぎ、町内外からの多くの来場者に親しんでいただけるイベントとして町の活性化に繋げ

てまいります。また、ふるさと長与応援寄附金事業では、さらなる返礼品などの充実を

図り、全国の皆様方に応援していただけるよう努めてまいります。次に建設関係ですが、

町道に架設されている橋りょうを長寿命化修繕計画に基づき、年次ごとに修繕を行い、

コスト縮減に努めてまいります。また町道の維持管理につきましても、計画的に舗装の

補修、打ち替えを行ってまいります。安全で快適な地域社会事業につきましては、安心

安全な利用を行うために、経年劣化による法面等の補修を行ってまいります。町営住宅

につきましては、長寿命化計画に基づき、年次ごとに詳細点検、補修設計を行い早期の

修繕によるコスト削減に努めてまいります。中尾城公園をはじめとする公園等につきま

しては、遊具の修繕を早急に行い、憩い、安らぎの場として、より一層の維持管理に努

めてまいります。都市計画道路西高田線につきましては、都市計画決定及び事業認可の

変更を行い、フォーレツインキャッスル出口付近から高田踏切までの拡幅区間の調査設



計を行い、早期完成を念頭に事業を進めてまいります。高田南土地区画整理事業につき

ましては、事業の長期化により、地権者の方々には大変御迷惑をお掛けしておりますが、

早期完成に向け努力をしてまいります。 

次に教育委員会でございます。心を育む教育と文化の創造のさらなる充実を目指して、

次のような内容に取り組んでまいります。まず、教育環境の充実といたしまして、長与

中学校体育館の屋根及び外壁を改修するとともに、天井照明を水銀灯照明からＬＥＤ照

明へと交換し、照明器具の落下防止対策を図るなど、安全安心な学校施設の環境整備に

努めます。また、学校衛生設備の環境整備として、年次的に各小中学校のトイレを和式

便器から洋式便器へ改良を進めてまいります。給食共同調理場では、幅広い調理が可能

となるスチームコンベクションオーブンの取替や、熱中症対策の一環として調理場排気

ダクトの設置、調理員への夏用白衣の支給など快適な職場環境の整備を行ってまいりま

す。次にＡＬＴ外国語指導助手の活動といたしまして、昨年に引き続き夏休み期間中を

活用して中学生を対象とした外国人と英語で交流するコミュニケーション活動の場、通

称ＮＩＣＥを展開するとともに、小学生を対象として冬休み、春休みに英会話教室を開

設し、国際化が急速に進展しているグローバル社会に対応できる人材の育成に努めてま

いります。その他、ながよ検定では、英語検定の内容を単語中心の検定から文章力を重

視した検定へとレベルアップを図り、国際感覚や基礎学力の確実な定着と学びの習慣性

を高めてまいります。生涯学習では、スマートフォン、タブレットに触れたことのない

方を対象に、その魅力、特徴など基本的な機能をやさしく紹介するタブレット＆スマー

トフォン講座を勤労青少年ホームを中心に各公民館等で実施をしてまいります。また、

身近な学習の場交流の場として、「であい」「ふれあい」「学びあい」をモットーに、

各公民館において各種講座等の活動を通じて、人づくり地域づくりを進めてまいります。

人権教育の推進といたしまして、「人のぬくもり、心豊かさが実感できるまちづくり」

をテーマに、子どもから高齢者まで命を大切にする、またあたたかな思いやりの心と人

権感覚を持った人づくりを進めるため、第２０回西彼杵郡人権教育研究大会を本町にお

いて開催をいたします。さらに町民文化ホールをはじめとする文化施設の適切な維持管

理を図りつつ、優れた文化、芸術を鑑賞する事業を展開してまいります。続きましてス

ポーツ振興でございます。平成２９年度にスポーツ振興くじ助成金 toto を財源として

長与シーサイドパーク・フットサルコートにナイター施設を整備いたしましたところ、

スポーツを楽しみながらの健康づくり、仲間づくりの場として多くの方に利用していた

だいております。平成３０年度は、皆様より頂いております使用料の一部を充当し、町

民体育館のバスケットリングを小学生から一般まで利用できる上下可動式のゴールに改

修します。幅広い年齢層に利用していただき、町民が気軽に参加でき、生きがいや健康

づくりの意識の高揚を図った生涯スポーツの普及振興に取り組んでまいります。加えて、

管理運営体制の充実を図り、既存施設の有効活用や老朽化に伴う施設及び整備の計画的

な改修、サービス向上に努めてまいります。さらにこれらの取組を通じて、命の尊さや



個人の尊厳を重んじることを基調に、学校、家庭及び地域住民とお互いに手を携え子ど

も達を健やかに育むとともに、生涯にわたって学び続けることのできる社会の実現を目

指してまいります。 

最後に水道局関係でございます。水道事業、下水道事業ともに中長期計画等に基づい

た事業を行うことで、将来にわたり健全な経営の下に安定的な事業を行ってまいりたい

と考えております。水道事業は、町民の快適な暮らしや社会活動に不可欠なものになっ

ており、安全で良質な水を安定供給することが最大の使命として取り組んでおります。

平成３０年度におきましては、中長期計画による老朽化した施設の更新及び配水管等の

布設替えを行い、計画的な耐震化を図ってまいります。また水源拡充対策を実施し、効

率的な施設利用及び水源確保に努めるとともに、水質管理並びに漏水対策につきまして

も充実を図り、適切な維持管理に努めてまいります。下水道事業は町民の快適な生活環

境を保持すると同時に大村湾の水質保全に寄与することが求められております。平成３

０年度におきましては、高田南土地区画整理事業の工事進捗に併せて整備を推進してま

いります。また長寿命化計画により、耐震化対策を含めた施設の改築、更新事業を計画

的に行うとともに、汚水管渠の清掃、点検及び修繕等を行い、マンホールポンプ場及び

浄化センターの運転管理による放流水の水質保全等の維持管理に努めてまいります。 

大変長くなりましたけれども、以上が平成３０年度の町政運営に対する基本的姿勢及

び重点施策、主要事業等でございます。組織一丸となって、幸福度日本一のまちづくり

に邁進してまいりますので、議会をはじめ町民皆様の御理解と御協力を賜りますよう、

お願い申し上げます。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

これで施政方針説明を終わります。議題に入るに先立ち、お手元に配付された資料に

ついて差替えの申し出があっておりますので許可いたします。 

総務課長。 

○総務課長（山本昭彦君） 

皆さん、おはようございます。議員皆様にお配りいたしました議案の附属資料に誤り

がありましたので、誠に申し訳ございませんが差替えをお願いいたします。差替えをお

願いいたしますのは、議案第３４号の附属資料、平成３０年度長与町水道事業会計予算

に関する説明書でございます。お手数ですが、どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（内村博法議員） 

他に皆様方からありませんか。 

なければ、次の日程第６、議案第１号和解及び損害賠償の額の決定に係る専決処分の

承認を求めることについて。日程第７、議案第２号平成２９年度長与町一般会計補正予

算第５号の専決処分の承認を求めることについて。日程第８、議案第３号長与町指定居

宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例を一括議題といたします。 

ただいま一括議題としております議案について、提案理由の説明を求めます。 



吉田町長。 

○町長（吉田愼一君） 

ただいま一括提案となりました議案第１号から第３号につきまして、提案理由の御説

明を申し上げます。はじめに議案第１号和解及び損害賠償の額の決定に係る専決処分の

承認を求めることにつきまして、提案理由を御説明いたします。本議案は、町道内で発

生した物損事故に係るもので、和解、損害賠償の額を定めることにつきまして地方自治

法第１７９条第１項の規定により、平成２９年１２月１８日に専決処分を行いましたの

で、同条第３項の規定によりその承認を求めるものでございます。なお、和解及び損害

賠償の相手方につきましては、個人情報に配慮し氏名をＡと記載しております。事故の

概要ですが、平成２９年１１月３日午前８時頃、高田郷７７５番地１付近の町道日当野

１号線上で発生したもので、相手方所有の車両が対向車と離合する際に側溝部分に寄っ

たところ、側溝に設置していたグレーチング蓋が跳ね上がり、前輪後部の作業油タンク

周辺を破損させたものでございます。その後、相手方と示談交渉を進めた結果、和解す

ることで合意を得ております。和解の内容につきましては、町の過失割合を１０割とし

損害を賠償するものであり、今後本件事故に関し双方とも一切異議、請求の申立てを行

わないことを確認するものでございます。また、この和解による損害賠償の額は損害額

の１０割相当額の１３２万７,５４７円でございます。以上が提案の内容でございます。

なお事故箇所につきましては、事故後直ちに側溝改修工事を行っておりまして、今後と

も事故再発防止に努めてまいります。御承認のほどよろしくお願いいたします。 

次に議案第２号平成２９年度長与町一般会計補正予算（第５号）の専決処分の承認を

求めることにつきまして、第５号の補正予算につきましては、ふるさと長与応援寄附金

の増額見込みによる歳入歳出予算の補正を地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、

平成３０年１月２６日付をもって専決処分をいたした次第でございます。このことにつ

いて、同法第１７９条第３項の規定により、議会に報告しその承認を求めるものでござ

います。それでは予算書の１ページをお願いいたします。既定の歳入歳出予算の総額に

歳入歳出それぞれ３,５７１万８,０００円を追加いたしまして、補正後の総額を１２５

億３,９３８万３,０００円としたものでございます。補正の主な内容につきまして、２

ページからの第１表歳入歳出予算補正により御説明をいたします。歳入の１６款寄附金

は今年度末までに見込まれるふるさと長与応援寄附金の増額見込み額を、１７款繰入金

は今回の補正の財源調整のために計上いたしました。次に３ページの歳出をお願いいた

します。２款総務費に今回のふるさと長与応援寄附金増額見込みに係る経費３,５７１

万８,０００円を計上いたしました。その主な内容といたしましては、２款総務費２項

徴税費１目税務総務費において、１１節需用費には寄附者への返礼品購入等に係る経費

を、１２節役務費には返礼品の発送に係る経費及びふるさと納税代理納付システム利用

料を、１３節委託料にはふるさと納税業務委託料を計上いたしております。以上が補正

の主な内容でございます。議案の後に、平成２９年度長与町一般会計補正予算（第５



号）に関する説明書を添付しておりますので、御参照いただき御承認のほどよろしくお

願いしたいと思っております。 

次に議案第３号長与町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定め

る条例につきまして、この条例は、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進す

るための関係法律の整備等に関する法律、並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の公布に伴い、指定居宅介護支援等の

事業の人員及び運営に関する基準について、新たに条例を制定するものでございます。

内容といたしましては、介護支援専門員を配置している居宅介護支援事業所は、平成３

０年４月１日より事業所の指定、指導等の権限が県から市町村へ移譲されることになっ

ております。これまで省令で定める基準に従い、県が条例で基準を定めておりましたけ

れども、この権限移譲に伴い、町で条例を定める必要性が生じたものでございます。本

町では基本的に県条例と同様、国の省令で定めた内容となっておりますが、独自規定と

して、長与町暴力団排除条例の趣旨に則り、暴力団等の介入を防ぐための措置を講じる

こと。また、事業者の不当利得に対する返還請求権の時効が、地方自治法に基づき５年

とされており、２年経過以降に監査等を行う場合に必要な資料の確認を行うため、記録

の保存年限を５年と規定いたしております。第１章では総則として、第１条から第３条

まで、趣旨、定義、申請者の要件について。第２章では基本方針について。第３章では

人員に関する基準として、第５条、第６条で従業者の員数、管理者の基準について。第

４章では運営に関する基準として、第７条から第３２条まで、利用者等に対する重要事

項等の内容や手続の説明及び同意、提供拒否の禁止、管理者の責務、運営規程、秘密保

持、事故発生時の対応など。第５章では準用規定、第６章では委任について、それぞれ

規定しております。なお、附則におきまして、この条例の施行日を平成３０年４月１日

としております。また、第６条第２項につきましては、経過措置として平成３３年３月

３１日までの期間を設けております。以上が提案内容でございます。 

御審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○議長（内村博法議員） 

場内の時計で１０時３０分まで休憩いたします。 

（休憩 １０時１７分～１０時３０分） 

○議長（内村博法議員） 

休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

日程第９、議案第４号長与町防災会議条例の一部を改正する条例。日程第１０、議案

第５号附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例。日程第１１、議案第６号特

別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例。日

程第１２、議案第７号長与町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を

改正する条例。日程第１３、議案第８号町長及び副町長の給与に関する条例の一部を改

正する条例。日程第１４、議案第９号長与町教育委員会教育長の給与及び旅費支給並び



に勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例。日程第１５、議案第１０号長与町税

減免に関する条例の一部を改正する条例を一括議題といたします。 

ただいま一括議題としております議案について、提案理由の説明を求めます。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君） 

ただいま一括提案となりました議案第４号から第１０号につきまして、提案理由の御

説明を申し上げます。はじめに議案第４号長与町防災会議条例の一部を改正する条例に

つきまして、近年の多様化する災害発生状況を勘案し、専門的知見を有する有識者を防

災会議委員として構成することにより、本町の防災体制のさらなる強化を図るために委

員の定数を２０人以内から２４人以内に改正するものでございます。なお、本条例の施

行日は平成３０年４月１日を予定をしております。 

続きまして、議案第５号附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例につきま

して、本議案は風水害等の自然災害から避難行動要支援者の生命等を守り、被害を最小

限にとどめるよう、避難行動要支援者の避難支援対策の充実強化を図るため、附属機関

として長与町避難行動要支援者避難支援連絡協議会を新たに追加するものでございます。

委員の構成は２０人以内、任期は２年としております。なお、施行期日につきましては、

平成３０年４月１日とするものでございます。 

続きまして、議案第６号特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例につきまして、本議案は特別職の職員で非常勤のものについて、

任用状況により通勤費用相当分の費用弁償を職員の通勤手当の例により支給することと

する他、保育専門員の報酬額について見直しを行うことにより処遇の改善を図るもので

ございます。また、別表の町長の部の介護保険専門員を介護保険専門員Ⅰとし、介護保

険専門員Ⅱ及び長与町避難行動要支援者避難支援連絡協議会の報酬額を新たに加えるも

のでございます。なお、施行期日につきましては、平成３０年４月１日とするものでご

ざいます。 

次に議案第７号長与町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正

する条例、議案第８号町長及び副町長の給与に関する条例の一部を改正する条例、議案

第９号長与町教育委員会教育長の給与及び旅費支給並びに勤務時間等に関する条例の一

部を改正する条例につきましては、関連いたしますのでまとめて御説明申し上げます。

町議会議員及び三役の期末手当の支給割合につきまして、国の特別職と同様に人事院勧

告に準じて支給割合を引き上げるため条例を改正するものでございます。第１条におき

ましては、期末手当の支給割合を０.０５月分引き上げ、総支給割合を３.１５月分とす

るものです。第２条におきましては、期末手当の支給割合を、６月は１００分の１４７.

５、１２月は１００分の１６７．５にそれぞれ改めるものでございます。附則第１項及

び第２項におきまして、本条例の第１条の規定は公布の日から施行、平成２９年４月１

日から適用とし、第２条の規定は平成３０年４月１日から施行するものとしております。



附則第３項では給与の内払について定めております。 

次に議案第１０号長与町税減免に関する条例の一部を改正する条例につきまして、本

議案は農業災害補償法の一部を改正する法律が、平成３０年４月１日に施行されること

に伴い所要の改正を行うものでございます。改正の内容は、農業災害補償法の一部改正

により法律の名称が農業災害補償法から農業保険法に改められることから第２条第３項

中の農業災害補償法を農業保険法に改め、あわせて規定の整備を行うものでございます。

施行日は平成３０年４月１日でございます。なお、改正に伴い条例の趣旨、運用等に変

更は生じないものでございます。 

以上が提案内容でございます。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○議長（内村博法議員） 

次に日程第１６、議案第１１号長与町国民健康保険税条例の一部を改正する条例。日

程第１７、議案第１２号長与町国民健康保険条例の一部を改正する条例。日程第１８、

議案第１３号長与町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例。日程第１９、

議案第１４号長与町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例。日程第２０、議案第１５号長与町敬老祝金支給条例

の一部を改正する条例。日程第２１、議案第１６号長与町介護保険条例の一部を改正す

る条例。日程第２２、議案第１７号長与町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並

びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例。日程第２３、議案第１８号長与町指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例。

日程第２４、議案第１９号長与町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例。日程第２５、議案第２０号

長与町道路占用料徴収条例の一部を改正する条例。日程第２６、議案第２１号長与町営

住宅の設置、整備及び管理に関する条例の一部を改正する条例。日程第２７、議案第２

２号長与町都市公園条例の一部を改正する条例を一括議題といたします。 

ただいま一括議題としています議案について、提案理由の説明を求めます。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君） 

ただいま一括提案となりました議案第１１号から第２２号につきまして、提案理由の

御説明を申し上げます。 

はじめに議案第１１号長与町国民健康保険税条例の一部を改正する条例につきまして、

改正の内容は、国民健康保険における財政主体が都道府県になることに伴い地方税法が

一部改正されましたので、それにあわせて改正を行うもの、また規定の整備を行うもの

でございます。第２条第１項は課税額の定義の規定でございます。国保制度改革が行わ

れ、平成３０年度からは都道府県が給付に要する費用の全額を市町村に交付する代わり

に、市町村は都道府県に対し国民健康保険事業費納付金を納付する仕組みに変わります。



それに伴い地方税法が一部改正されましたので、地方税法の書きぶりに合わせておりま

す。第５条の２第１号は、第２条第１項を改正することにより、法律番号の記載が不要

となったため法律番号を削除するもの、また、字句の修正を行うものでございます。最

後に附則でございますが第１項におきまして施行期日を、第２項におきまして適用区分

を規定しております。 

次に議案第１２号長与町国民健康保険条例の一部を改正する条例につきまして、改正

の内容は国民健康保険における財政主体が都道府県になることに伴い改正を行うもの、

また、規定の整備を行うものでございます。第２条は国民健康保険運営協議会の委員の

定数の規定でございますが、退職者医療制度が廃止されましたので、被用者保険等保険

者を代表する委員の規定を削除しております。第５条は被保険者としない者の規定でご

ざいますが、国民皆保険の趣旨からすると、貧困のため市町村税を免除されている者及

びその者の世帯に属する者を被保険者としないことは適当ではないことから、第５条第

１号を削除いたします。第８条は葬祭費の規定でございますが、平成３０年度からの国

民健康保険の都道府県単位化に伴い、葬祭費の支給額を長崎県内全市町２万円に統一す

るものでございます。最後に附則でございますが、第１項におきまして施行期日を、第

２項におきまして経過措置を規定しております。 

次に議案第１３号長与町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例につきま

して、改正の内容は、高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴い所要の改正を

行うものでございます。第３条は保険料を徴収すべき被保険者の規定でございます。高

齢者の医療の確保に関する法律第５５条の２の規定が新設され、国民健康保険法第１１

６条の２の規定により住所地特例の適用を受けて従前の住所地の市町の被保険者とされ

ている者が７５歳到達等により後期高齢者医療に加入した場合には、特例を引き継ぎ、

従前の住所地の後期高齢者医療広域連合の被保険者とすることとなったため改正を行う

ものでございます。附則第２条は平成２０年度における特例措置ですので削除し、附則

第３条を附則第２条といたします。最後に附則でございますが、施行期日を規定してお

ります。 

次に議案第１４号長与町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例につきまして、本議案は子ども・子育て支援法

施行規則等の改正に伴う条文の整備と所要の改正を行うものでございます。第８条は支

給認定証が任意交付化されたことによるものでございます。第１５条第１項第２号は、

上位法の改正に伴い項ずれを改めるもので、その他は所要の改正を行うものでございま

す。附則では施行日を公布の日からとし、第１５条第１項第２号の改正規定につきまし

ては、平成３０年４月１日から施行することとしております。 

続きまして、議案第１５号長与町敬老祝金支給条例の一部を改正する条例につきまし

て、本議案は高齢化の進展に伴い、高齢者に関する事業を時代に即した継続的に実施で

きる事業とすることを目的として、総合的に見直しを実施することに伴い、改正を行う



ものでございます。第３条敬老祝金の額につきまして、第１号、７７歳の額を１万円か

ら５,０００円に、第２号、８８歳の額を３万円から２万円に。第３号、１００歳の額

を１０万円から８万円に改めるものでございます。なお、附則といたしまして、この条

例は平成３０年５月１日から施行することとしております。 

次に議案第１６号長与町介護保険条例の一部を改正する条例につきまして、介護保険

事業につきましては、介護保険法の規定により３年で１期となる事業計画により運営を

しておりまして、平成２９年度は第６期計画の最終年度となっておるところであります。

平成３０年度から３２年度までの３か年の事業計画を策定するに当たり、サービス見込

量等を推計し長与町介護保険運営協議会におきまして審議を重ね、長与町老人福祉計画

第７期介護保険事業計画を作成いたしました。この計画に基づき介護保険料の改正等に

ついて提案するものでございます。第１２条、第１３条、第３１条は、介護保険法の改

正に伴う条文整理でございます。第１４条第１項は、適用期間を平成３０年度から平成

３２年までとし、第１項第１号から第９号までに掲げる第１号被保険者の保険料の額を

それぞれ改定するものでございます。また、第２項から第４項までは、第１項の第６号

から第９号までの施行令各号のイの町が定める範囲の額を定めたもので、第５項につき

ましては、低所得者保険料軽減に係る保険料を定めたものでございます。保険料につき

ましては、計画期間中の３か年に係る第１号被保険者や認定者の推計を基に、第６期計

画中の実績を踏まえながら介護給付費等を推計いたしております。これにより算出され

た第７期計画の保険料基準額につきましては、介護給付費準備基金を活用し月額５,４

００円といたします。第６期計画時の保険料基準額と比較いたしますと、今回の改定で

月額５,６６１円からマイナス４.６％、２６１円のマイナス改定となっておるところで

あります。なお、附則につきましては、第１項において本条例の施行期日を平成３０年

４月１日とし、第３１条につきましては公布の日からとしております。また、経過措置

として第２項では、平成２９年度分までの保険料につきましては、なお従前の例による

こととし、第３項では第１項のただし書きに規定する適用について、なお従前の例によ

ることと規定をしております。 

次に議案第１７号長与町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例につきまして、この条例は指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準等に係る厚生労働省令が一部改正されたことに伴い、所要の改正を

行うものでございます。主な改正の内容といたしましては、平成３０年度から高齢者や

障害児、障害者が共に利用できる共生型サービスが創設されることから障害者福祉制度

の相談機関との密接な連携を図るため、第３条第４項の一部に条文を加えております。

次に公正中立なケアマネジメントの確保という点から第７条第２項の一部を改めており

ます。次に医療機関との連携促進という点から第７条第３項、第３３条第１４号の２、

第３３条第２０号の２のそれぞれに新たな条文を加えております。なお、附則につきま



しては、本条例の施行期日を平成３０年４月１日からとしております。 

次に議案第１８号長与町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例並びに議案第１９号長与町指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例につきまして、今回の改正は、各条例とも地域包括ケアシステムの強化のための

介護保険法等の一部を改正する法律の公布により認知症の定義に係る条文の変さらに伴

う、条文整理でございます。なお、附則につきましては、本条例の施行期日を平成３０

年４月１日からとしております。 

次に議案第２０号長与町道路占用料徴収条例の一部を改正する条例につきまして、今

回の改正は道路法施行令の一部を改正する政令に伴い、所要の改正を行うものでござい

ます。主な改正内容でございますが、第２条第３項中「占用面積が１平方メートルに満

たない端数は１平方メートルに、長さが１メートルに満たない端数は１メートルにそれ

ぞれ切り上げて算定するものとする。」を「表示面積、占用面積若しくは長さが０.０

１平方メートル若しくは０.０１メートル未満であるとき、またはこれらの面積若しく

は長さに０.０１平方メートル、若しくは０.０１メートル未満の端数があるときは、そ

の全面積若しくは全長またはその端数の面積若しくは長さを切り捨てて計算するものと

する。」に定め、占用料の額を改正するものであります。なお、附則におきまして、施

行日を平成３０年４月１日としておるところであります。 

続きまして、議案第２１号長与町営住宅の設置、整備及び管理に関する条例の一部を

改正する条例につきまして、本議案は公営住宅法施行令及び住宅地区改良法施行令の一

部を改正する政令、公営住宅法施行規則及び地域における多様な需要に応じた公的賃貸

住宅等の整備等に関する特別措置法施行規則の一部を改正する省令の施行に伴い、所要

の改正を行うものでございます。主な改正内容は、公営住宅法施行令及び公営住宅法施

行規則の改正に伴う条ずれの整備及び文言の修正等を行うものでございます。なお、施

行期日は、公布の日から施行すると定めております。 

続きまして、議案第２２号長与町都市公園条例の一部を改正する条例につきまして、

本議案は都市緑地法、都市公園法、都市公園法施行令の改正に伴い、所要の改正を行う

ものでございます。主な改正内容でありますが、運動施設の敷地面積に対する建蔽率の

割合が政令により５０％以内と定められていましたが、今回の法改正で参酌基準へ変更

となりましたので、本条例において定めるものでございます。また、第１０条におきま

して、許可の違反行為や不正行為などに対して、許可を取り消したり、行為を中止させ

たりした場合などに、これらの処分によって生じた損害について、町が責めを負わない

ことを定めるものであります。その他、都市公園法等の改正に伴う条ずれの修正や字句

の補正を行い、附則として、施行日を平成３０年４月１日としております。 

以上が提案内容でございます。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○議長（内村博法議員） 



次に日程第２８、議案第２３号平成２９年度長与町一般会計補正予算（第６号）。日

程第２９、議案第２４号平成２９年度長与町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）。

日程第３０、議案第２５号平成２９年度長与町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２

号）。日程第３１、議案第２６号平成２９年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理事

業特別会計補正予算（第２号）。日程第３２、議案第２７号平成２９年度長与町下水道

事業会計補正予算（第２号）を一括議題といたします。 

ただいま一括議題としております議案について、提案理由の説明を求めます。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君） 

それでは、ただいま一括提案となりました議案第２３号から第２７号につきまして、

提案理由の御説明をいたします。 

はじめに議案第２３号平成２９年度長与町一般会計補正予算（第６号）につきまして、

予算書の１ページをお願いいたします。今回の補正は、既定の予算総額に歳入歳出それ

ぞれ１億９,６９９万円を減額いたしまして、補正後の総額を１２３億４,２３９万３,

０００円とするものでございます。補正の主な内容につきまして、２ページからの第１

表歳入歳出予算補正により御説明を申し上げます。歳入の１款町税では、町民税、固定

資産税、軽自動車税及び都市計画税の現年課税分を増額計上いたしております。８款地

方特例交付金は、交付額の決定による計上。第１１款分担金及び負担金では、長与・時

津環境施設組合派遣職員給与負担金を計上いたしました。１３款国庫支出金では、障害

者自立支援給付費負担金及び社会保障・税番号システム改修費補助金を増額計上。また、

道路橋りょう費補助金につきましては、交付額の確定により減額計上いたしております。

１４款県支出金では、障害者自立支援給付費負担金、個人県民税徴収取扱費委託金及び

市町村権限移譲等交付金などを実績見込みや交付予定額により増額計上いたしておりま

す。１５款財産収入では、土地貸付収入及び財政調整基金をはじめとする各基金の運用

収入を計上いたしております。１６款寄附金では、社会福祉費寄附金１件、中学校費寄

附金１件の御寄附について計上させていただきました。１７款繰入金では、土地区画整

理事業特別会計繰入金の増額計上及び財政調整基金等繰入金を減額計上。１８款繰越金

では、平成２８年度からの純繰越金の予算未計上分を計上。１９款諸収入には、過年度

長与・時津環境施設組合運営負担金精算金などを増額計上いたしました。２０款町債で

は、事業費の減額に伴う充当起債の減額分を計上いたしております。 

続いて４ページからの歳出の主なものを御説明いたします。歳出では育児休業者６名

分の給料、職員手当、共済費などの人件費について減額補正いたしております。 

次に職員人件費以外の補正につきまして主なものを御説明いたします。１款議会費で

は費用弁償等の減額。２款総務費では公共施設劣化状況調査業務委託料、電算システム

運用開発委託料及び評価替に伴う固定資産評価業務委託料などの減額。３款民生費では

自立支援給付費の増額計上。４款衛生費では予防接種委託料、健康診査委託料及びごみ



収集委託料の減額。６款農林水産業費では有害鳥獣被害防止対策事業補助金の減額。７

款商工費では信用保証料補給補助金の減額などを計上いたしました。８款土木費では、

補助金の確定による町道等維持補修工事費の減額、西彼中央土地開発公社が所有する土

地の購入費を計上、そして、土地区画整理事業特別会計繰出金の減額などを計上いたし

ております。５ページの９款消防費では広域消防事業負担金の減額。１０款教育費では

教育振興基金への積立金を計上、また、公民館等改修工事費の減額などを計上いたして

おります。１２款公債費では、地方債に係る元金償還金及び利子の最終見込みによる補

正額を計上。１３款諸支出金では土地開発基金への積立金を計上いたしております。 

以上が歳入歳出予算補正の主な内容でございます。 

続いて６ページをお願いいたします。第２表繰越明許費では、８款土木費２項道路橋

りょう費の山手橋架け替え工事以下３件につきまして、年度内の完了が困難であると見

込まれる繰越予定額をお願いいたしております。７ページをお願いいたします。第３表

債務負担行為補正では、長与町ふれあいセンター等整備事業、以下２件の追加をお願い

いたしております。８ページをお願いいたします。第４表地方債補正では、道路橋りょ

う事業以下４件については限度額の変更を、９ページの市街地整備総合交付金事業につ

きましては、廃止をお願いいたしております。 

以上が補正の主な内容でございます。議案の後に平成２９年度長与町一般会計補正予

算（第６号）に関する説明書を添付いたしておりますので、御参照ください。 

次に議案第２４号平成２９年度長与町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）につ

きまして、予算書の１ページをお開きください。今回の補正は、歳入歳出それぞれ１億

１,５９１万１,０００円を減額しまして、補正後の予算の総額を歳入歳出それぞれ４７

億４,５７６万円とするものでございます。それでは歳入につきまして説明いたします。

予算書の２ページをお開きください。３款国庫支出金１項国庫負担金は、高額医療費共

同事業拠出金の額の確定により負担金の額も確定いたしましたので、６４４万１,００

０円を減額計上いたしております。なお、６款県支出金でも同額を計上いたしておりま

す。７款共同事業交付金は、高額医療費共同事業交付金及び保険財政共同安定化事業交

付金の額確定により１億３０２万９,０００円を減額計上いたしております。 

次に歳出につきまして説明をいたします。３ページをお開きください。２款保険給付

費１項療養諸費につきましては、支出見込額により２,５３１万６,０００円を増額計上。

２項高額医療費につきましては、支出見込額により９３８万８,０００円を減額計上い

たしております。７款共同事業拠出金につきましては、高額共同事業及び保険財政共同

安定化事業の拠出金の額が確定いたしましたので、１億５９２万７,０００円を減額計

上いたしております。８款保健事業費１項特定健診審査等事業費につきましては、支出

見込額により７５２万２,０００円を減額計上いたしております。１２款予備費につき

ましては、保険給付費が増額見込みであることから１,８３９万円を減額計上いたして

おります。以上が今回の補正の主な内容でございます。なお、説明資料といたしまして、



平成２９年度長与町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）に関する説明書を添付し

ておりますので御参照をお願いいたします。 

次に議案第２５号、平成２９年度長与町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

につきまして、予算書の１ページをお開きください。今回の補正は、歳入歳出それぞれ

６３５万円を増額しまして、補正後の予算の総額を歳入歳出それぞれ４億７,１８３万

３,０００円とするものでございます。それでは歳入につきまして説明いたします。予

算書の２ページをお開きください。１款後期高齢者医療保険料は、歳入見込額により５

４６万８,０００円を増額計上いたしております。３款繰入金は、保険基盤安定繰入金

の額の確定により８８万２,０００円を増額計上いたしております。 

次に歳出につきまして説明いたします。３ページをお開きください。２款後期高齢者

医療広域連合納付金は、支出見込額により６３５万円を増額計上いたしております。 

以上が今回の補正の主な内容でございます。なお、説明資料としていたしまして、平

成２９年度長与町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）に関する説明書を添付し

ておりますので御参照願います。 

続きまして、議案第２６号平成２９年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理事業特

別会計補正予算（第２号）につきまして、予算書の１ページをお開き願います。今回の

補正は歳入歳出それぞれ１億４０６万６,０００円を減額いたしまして、補正後の総額

を９億３,３５０万２,０００円とするものでございます。それでは歳入について御説明

をいたします。予算書の２ページをお開きください。まず、１款１項国庫補助金４,４

３０万、２款１項県補助金１,１９５万、３款１項一般会計繰入金６,３２５万を国庫補

助事業費の確定に伴い減額いたします。また、５款２項保留地処分金１,５４３万４,０

００円を高田南土地区画整理事業における保留地売却の実績に応じて追加をいたします。 

次に歳出について御説明いたします。３ページをお開きください。１款１項都市計画

費１億４０６万６,０００円を減額いたします。これは歳入で御説明いたしました国庫

補助事業費の確定に伴う県事業委託料の減額並びに保留地処分金を財源とする一般会計

繰出金の追加によるものでございます。続きまして４ページをお開きください。繰越明

許費として、高田南土地区画整理事業で４億６,１２２万２,０００円をお願いいたして

おります。主な内容につきましては、工事３件の予定となっております。 

以上が、今回の補正予算の主な内容でございます。なお、議案の後に予算に関する説

明書を添付いたしておりますので御参照を願います。 

次に議案第２７号平成２９年度長与町下水道事業会計補正予算（第２号）につきまし

て、予算書の１ページをお開き願います。今回の補正は、まず第２条収益的収入及び支

出の支出におきまして、第１款下水道事業費用では５,５００万円を減額し、費用総額

を９億７,０９０万５,０００円といたしております。これは事業の執行及び確定による

不用額等の減額を行うためであります。次に資本的収入及び支出の収入において、第１

款資本的収入では２億１,４８１万９,０００円を減額し、収入総額を１億２,１３６万



３,０００円といたしております。また、支出において第１款資本的支出では２億８１

３万２,０００円を減額し、支出総額を４億２,７５６万６,０００円といたしておりま

す。これは当初予定していた処理場の長寿命化計画を基とした国庫補助対象の改築更新

事業を行うにあたり、高度処理に対応するための増設工事も併せて行うこととなり、そ

の設計に時間を要するため今年度の国庫補助対象事業の一部を来年度以降の予定に変更

し、補助金の要望額を減額したことによるものでございます。なお、資本的収入額が資

本的支出額に対し、不足する額３億６２０万３,０００円は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額１,２８０万５,０００円、過年度分損益勘定留保資金６,８９

７万円及び減債積立金２億２,４４２万８,０００円で補てんする予定としております。 

以上が今回の補正予算の主な内容でございます。なお、議案の後に長与町下水道事業

会計補正予算（第２号）に関する説明書を添付いたしておりますので、御参照願います。 

以上が提案内容でございます。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○議長（内村博法議員） 

  場内の時計で１１時２５分まで休憩いたします。 

 （休憩 １１時１３分～１１時２５分） 

○議長（内村博法議員） 

休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

日程第３３、議案第２８号平成３０年度長与町一般会計予算。日程第３４、議案第２

９号平成３０年度長与町駐車場事業特別会計予算。日程第３５、議案第３０号平成３０

年度長与町国民健康保険特別会計予算。日程第３６、議案第３１号平成３０年度長与町

後期高齢者医療特別会計予算。日程第３７、議案第３２号平成３０年度長与町介護保険

特別会計予算。日程第３８、議案第３３号平成３０年度長崎都市計画事業長与町土地区

画整理事業特別会計予算。日程第３９、議案第３４号平成３０年度長与町水道事業会計

予算。日程第４０、議案第３５号平成３０年度長与町下水道事業会計予算を一括議題と

いたします。 

ただいま一括議題としています議案について、提案理由の説明を求めます。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君） 

それでは、ただいま一括提案となりました議案第２８号から第３５号につきまして、

提案理由の御説明を申し上げます。 

はじめに議案第２８号平成３０年度長与町一般会計予算につきまして、予算書の１ペ

ージをお願いいたします。平成３０年度一般会計予算の総額を１２２億５,４５４万３,

０００円といたしております。この予算規模は平成２９年度に比べて５,３２４万３,０

００円、率にしまして０.４％の増となっております。歳入歳出予算の款項の区分及び

当該区分ごとの金額は２ページから７ページまでの第１表歳入歳出予算に記載しており

ますが、その主なものを御説明いたします。 



歳入の１款町税は４４億５,７２７万１,０００円を計上いたしました。前年度比で１

億３８万７,０００円の増額でございます。個人町民税と固定資産税の増額が主な要因

でございます。２款地方譲与税から８款地方特例交付金までについては、平成２８年度

決算額及び平成２９年度の歳入状況を考慮し、合わせて１,２００万円の増額で計上を

いたしました。３ページの９款地方交付税と１０款交通安全対策特別交付金は前年度同

額を計上いたしております。１１款分担金及び負担金では、児童福祉費負担金の保育料、

清掃費負担金の長与・時津環境施設組合派遣職員給与負担金など２億８,９２０万７,０

００円を計上いたしております。前年度比３,３７９万７,０００円の増額でございます。

１２款使用料及び手数料では児童福祉使用料、都市計画使用料、住宅使用料やごみ収集

手数料など合わせて１億７,８８４万８,０００円を計上いたしました。前年度比で８４

８万円の減額でございます。１３款国庫支出金では障害者自立支援給付費負担金、保育

所運営費負担金及び児童手当負担金など１６億９,９７２万２,０００円を計上いたしま

した。前年度比で８,６３６万３,０００円の減額でございます。これは保育所等整備交

付金の皆減が主な要因となっております。１４款県支出金は９億３,３６６万６,０００

円を計上いたしております。前年度比４,７６０万円の増額であります。内容は社会福

祉費負担金及び保育所運営費負担金の増額などが主な要因となっております。１５款財

産収入は３８５万３,０００円を計上。１６款寄附金は、ふるさと長与応援寄附金を８,

０００万円と見込んで計上をしております。４ページをお願いいたします。１７款繰入

金は１項特別会計繰入金の他、２項基金繰入金につきましては財源調整としての財政調

整基金及び減債基金からの繰入と特定目的基金からの繰入を合わせて９億５,１７４万

５,０００円を計上いたしております。前年度比で３,４０７万５,０００円の増で、財

政調整基金及び減債基金からの繰入を増額したことが主な要因でございます。１８款繰

越金は前年度と同額計上でございます。１９款諸収入では１億１,７１２万３,０００円

を計上いたしました。前年度比１,２６２万５,０００円の減額計上であります。２０款

町債は８億９,５１０万円を計上いたしました。前年度比で１億３,７５０万円の減額と

なっております。 

次に５ページからの歳出につきまして、主な内容を御説明申し上げます。１款議会費

では１億３,８４５万７,０００円の計上で前年度比２１万５,０００円の増額となって

おります。２款総務費では１３億１,６７０万９,０００円で前年度比７,０１０万３,０

００円の増額となっております。１項総務管理費での庁舎施設整備改良工事費及び２項

徴税費でのふるさと納税関連経費の増額が主な要因でございます。３款民生費は４９億

７,７１６万２,０００円で前年度比３,６８０万９,０００円の増額となっております。

１項社会福祉費の障害者福祉費の増額、２項児童福祉費の児童福祉運営費の増額が主な

要因であります。４款衛生費は１０億６,７５８万９,０００円の計上で前年度比１億２,

５５７万３,０００円の増額となっております。２項清掃費での長与・時津環境施設組

合負担金の増額が主な要因であります。５款労働費は３,５３８万円で前年度比１９１



万１,０００円の増額計上でございます。６款農林水産業費は２億４４万６,０００円で

前年度比１４４万円の増額計上でございます。６ページをお願いいたします。７款商工

費は６,５７１万８,０００円で前年度比７１万８,０００円の減額計上でございます。

８款土木費は１５億１２万６,０００円で前年度比２億６０８万８,０００円の減額計上

でございます。主な増減といたしましては、２項道路橋りょう費での道路維持費の減及

び５項都市計画費での土地区画整理費の減、そして西高田線街路事業費の増額によるも

のでございます。９款消防費は３億５,６９１万２,０００円で前年度比３,３１８万９,

０００円の減額計上をいたしております。消防施設費での消防格納庫建設工事費の皆減

が主な要因であります。１０款教育費は１１億５,３９１万７,０００円で前年度比３,

８６２万４,０００円の増額計上となっております。主な増減といたしましては、２項

小学校費の屋内運動場整備工事及び校舎整備工事が平成２９年度に完了し減額した一方、

新たに３項中学校費において、屋内運動場整備工事が増額したことによるものでありま

す。１１款災害復旧費は１,１７０万円で前年度比４０万円の減額計上となっておりま

す。７ページの１２款公債費は１４億７９４万３,０００円の計上で前年度比１,６４８

万円の増額計上であります。１３款諸支出金は土地開発基金への積立金を計上。１４款

予備費は前年度と同額を計上いたしております。以上が歳入歳出予算の主な内容でござ

います。８ページをお願いいたします。第２表地方債では庁舎施設整備事業以下９件に

ついて、起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を定めております。以

上が当初予算の主な内容でございます。議案の後に平成３０年度長与町一般会計予算に

関する説明書を添付いたしております。また、平成３０年度長与町一般会計予算にかか

る主要な施策に関する説明書につきましても、合わせて御参照いただきたいと思います。 

次に議案第２９号平成３０年度長与町駐車場事業特別会計予算につきまして、予算書

の１ページをお開き願います。平成３０年度の駐車場事業特別会計の予算総額は、歳入

歳出それぞれ７９１万１,０００円とするものでございます。この予算額は前年度より

８７万５,０００円、８.９％の増額となっております。歳入歳出予算の款項の区分及び

当該区分ごとの金額は、第１表歳入歳出予算によります。第２条の一時借入金借り入れ

の最高額は５００万円と定めております。 

それでは、歳入につきまして説明をいたします。２ページをお開き願います。歳入の

主なものとしましては、１款使用料及び手数料１項使用料７９０万８,０００円を計上

いたしております。 

次に歳出について御説明いたします。３ページをお開き願います。１款総務費１項総

務管理費は７８１万円を計上しておりますが、駐車場管理委託料が主なものでございま

す。２款繰出金は存目としております。２款予備費は１０万円を計上いたしております。

なお、本予算の内容につきましては、予算に関する説明書を添付いたしておりますので

御参照を願います。 

次に議案第３０号平成３０年度長与町国民健康保険特別会計予算につきまして、はじ



めに平成３０年度から都道府県が国保運営の責任主体となることに伴い、長与町国民健

康保険特別会計も大きく変わります。歳入では今まで国や社会保険診療支払基金から交

付されていました国庫支出金、療養給付費交付金、前期高齢者交付金は県に交付される

ことになり、共同事業交付金は廃止をされます。また歳出では、町が社会保険診療報酬

支払基金に納付しておりました後期高齢者支援金、前期高齢者納付金、老人保健拠出金、

介護給付金は県が納付するようになり、共同事業拠出金は廃止されますので、今申しま

した款はすべて廃款となります。予算書の１ページをお開きください。第１条は予算の

総額を歳入歳出それぞれ３９億９,２８９万２,０００円と定めるものでございます。こ

の予算額は前年度より１７.７％の減額となっております。歳入歳出予算の款項の区分

及び当該区分ごとの金額は、第１表歳入歳出予算によります。第２条の一時借入金の借

り入れの最高額は５億円と定めております。第３条は歳出予算の流用に関する規定でご

ざいます。 

それでは歳入から御説明いたします。予算書の２ページをお開きください。１款国民

健康保険税は８億５,１９０万８,０００円を計上し、前年度比６,７２４万１,０００円、

７.３％の減額を見込んでおります。保険税率につきましては昨年度同様ですが、被保

険者数の減少が主な要因でございます。３款県支出金は２９億４０４万５,０００円を

計上しております。主に保険給付費として県より交付されるものでございます。５款繰

入金は２億３,５１７万６,０００円を計上しており、前年度比７００万３,０００円、

２.９％の減額を見込んでおります。主な要因といたしまして、保険基盤安定繰入金、

出産一時金等の減額を見込んでおるところであります。 

次に歳出について御説明をいたします。４ページをお開きください。１款総務費は３,

３１７万９,０００円を計上し前年度比８８万３,０００円、２.６％の減額を見込んで

おります。主な要因として、都道府県化に伴うシステム改修委託料の減額によるもので

ございます。２款保険給付費は２８億１,９９１万５,０００円を計上し前年度比４,４

８０万８,０００円、１.６％の減額を見込んでおります。被保険者数の減少及び平成２

９年度の保険給付費の支払状況を加味して計上したものでございます。３款国民健康保

険事業費納付金は９億６,１１３万円で県から示された納付金の額を計上しております。

４款保健事業費は６,０２４万７,０００円を計上し前年度比４８６万４,０００円、８.

８％の増額を見込んでおるところであります。健康ポイント事業の事業費及び特定健康

診査等委託料の増加が主な要因でございます。５款基金積立金は４,０００万円を計上

しております。基金を積み立てることで、インフルエンザをはじめとする突発的な事態

に対応していきたいと考えております。７款諸支出金は５,７４２万１,０００円を計上

し前年度比２,４９９万９,０００円、７７.１％の増額を見込んでおります。主な要因

といたしまして過年度療養給付費負担金返還金の増額分となります。８款予備費は２,

０００万円を計上しております。なお、説明資料といたしまして平成３０年度長与町国

民健康保険特別会計予算に関する説明書を添付いたしておりますので御参照を願います。 



次に議案第３１号平成３０年度長与町後期高齢者医療特別会計予算につきまして、予

算書の１ページをお開きください。第１条は予算の総額を歳入歳出それぞれ４億９,５

６４万円と定めるものでございます。この予算規模は前年度に比べ３,０７９万２,００

０円６.６％増額となっております。 

それでは歳入から説明をいたします。予算書２ページをお開きください。１款後期高

齢者医療保険料は３億９,６１７万４,０００円を計上いたしております。前年度に比べ

５.８％の増となっております。２款使用料及び手数料は督促手数料でございます。３

款繰入金９,８６５万２,０００円は一般会計からの繰入金で、事務費繰入金として２,

５０７万３,０００円、保険基盤安定繰入金７,３５７万９,０００円を計上いたしてお

ります。４款繰越金は存目計上でございます。５款諸収入は償還金及び還付加算金の他

は存目計上でございます。 

続きまして、歳出について御説明いたします。予算書の３ページをお開きください。

１款総務費１項総務管理費３３２万９,０００円は一般事務に係る経費を計上しており

ます。２項徴収費１８２万９,０００円は徴収に係る経費を計上しております。２款１

項後期高齢者医療広域連合納付金４億８,８７０万３,０００円は広域連合への保険料等

の納付金で、昨年度より３,０９２万７,０００円、６.８％増額しております。３款諸

支出金１項償還金及び還付加算金は７７万８,０００円、２項繰出金は存目計上でござ

います。４款予備費は１００万円を計上いたしております。 

以上が平成３０年度長与町後期高齢者医療特別会計予算の主な内容でございます。 

なお、説明資料といたしまして、平成３０年度長与町後期高齢者医療特別会計予算に

関する説明書を添付いたしておりますので御参照願います。 

次に議案第３２号平成３０年度長与町介護保険特別会計予算につきまして、予算書の

１ページをお開きください。第１条第１項におきまして、平成３０年度保険事業勘定の

総額を歳入歳出それぞれ２８億７,５６１万７,０００円、介護サービス事業勘定の総額

を歳入歳出それぞれ２,６８３万４,０００円といたしております。この予算規模は前年

度に比べて保険事業勘定が２億７,４２２万７,０００円の８.７％減、介護サービス事

業勘定が３０９万６,０００円の１３％の増となっております。 

それでは歳入歳出について保険事業勘定からご説明をいたします。予算書の２ページ

をお開きください。保険事業勘定の歳入でございます。１款保険料では第１号被保険者

の保険料６億６,３７２万８,０００円を計上いたしております。２款使用料及び手数料

は督促手数料でございます。３款国庫支出金１項国庫負担金は介護給付費負担金４億８,

３２７万円を、２項国庫補助金は調整交付金及び地域支援事業交付金１億５,６３９万

７,０００円を計上いたしております。４款支払基金交付金は第２号被保険者の保険料

相当分で介護給付費交付金及び地域支援事業支援交付金７億３,３９９万８,０００円を、

５款県支出金１項県負担金は介護給付費負担金３億５,６６７万８,０００円を、２項県

補助金は地域支援事業交付金３,４９０万９,０００円を計上しております。６款財産収



入は存目計上でございます。７款繰入金１項一般会計繰入金は介護給付費繰入金、地域

支援事業繰入金、その他一般会計繰入金及び低所得者に対する保険料軽減措置分の公費

負担分繰入金として低所得者保険料軽減繰入金を加え、合計で４億１,６５５万６,００

０円を、２項基金繰入金は介護給付費準備基金繰入金として２,０００万円をそれぞれ

計上しております。８款繰越金は１,０００万円を計上いたしております。９款諸収入

は全て存目計上でございます。 

続きまして歳出でございますけども、３ページをお開きください。１款総務費１項総

務管理費は１,４０１万円を計上いたしております。２項徴収費は介護保険料徴収嘱託

員報酬の他、納付書郵便料、コンビニ収納手数料等を含め３６６万１,０００円を計上

いたしております。３項介護認定審査会費は認定審査会及び認定調査に係る経費３,４

４０万円を計上いたしております。４項趣旨普及費は５６万７,０００円を計上いたし

ております。５項介護保険運営協議会費は３６万２,０００円を計上いたしております。

２款保険給付費１項介護サービス等諸費は、要支援及び要介護の認定を受けた方が利用

するサービス費を支払う経費として２５億８,４４５万８,０００円を計上いたしており

ます。３款地域支援事業費は、１項介護予防・生活支援サービス事業費として１億１,

６０７万５,０００円、２項一般介護予防事業費は１,７９８万３,０００円、３項包括

的支援事業・任意事業費は９,３０８万９,０００円をそれぞれ計上いたしております。

４款基金積立金は存目計上でございます。５款公債費は３０万円を計上いたしておりま

す。６款諸支出金は、保険料還付金等で７１万１,０００円を計上いたしております。

７款予備費は１,０００万円を計上いたしております。 

次に介護サービス事業勘定について御説明いたします。４ページをお開きください。

介護サービス事業勘定の歳入でございます。１款サービス収入１項介護予防給付費収入

は、地域包括支援センターが行う要支援１、要支援２の方のケアプラン作成及び総合事

業対象者の方の介護予防ケアマネジメント作成に係る収入として２,６８３万２,０００

円を計上いたしております。２款繰越金及び３款諸収入は存目計上でございます。 

次に歳出でございますが、５ページをお開きください。１款事業費１項指定介護予防

支援事業費は介護支援専門員の報酬、居宅事業者へのケアプラン作成委託料など２,４

４２万１,０００円を計上いたしております。２項介護予防・日常生活支援総合事業費

は介護予防ケアマネジメント作成委託料２４１万３,０００円を計上いたしております。 

以上が平成３０年度長与町介護保険特別会計予算の主な内容でございます。なお、説

明資料といたしまして、平成３０年度長与町介護保険特別会計予算に関する説明書を添

付いたしておりますので御参照願います。 

次に議案第３３号平成３０年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理事業特別会計予

算につきまして、予算書の１ページをお開きください。平成３０年度の歳入歳出予算の

総額は、歳入歳出それぞれ７億８,０１５万３,０００円で事業の推進を図りたいと考え

ております。 



歳入歳出の主なものにつきまして御説明いたします。２ページをお開きください。歳

入の１款国庫支出金１項国庫補助金として１億２,９５０万円を計上しております。２

款県支出金１項県補助金は２,５００万円を計上しております。３款繰入金１項一般会

計繰入金は６億２,３６４万９,０００円を計上しております。４款繰越金１項繰越金は

２００万円を計上しております。 

続きまして、歳出について御説明を申し上げます。３ページをお開きください。１款

土木費１項都市計画費は７億３１０万５,０００円を計上しております。事業内容とし

ましては、高田南土地区画整理事業地区内において、主に南東部地区での工事の進捗を

図る予定となっております。２款公債費１項公債費は起債償還金として７,５０４万８,

０００円を計上しております。３款予備費１項予備費は２００万円を計上しております。 

以上が平成３０年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理事業特別会計予算の主な内

容でございます。なお、議案の後に予算に関する説明書及び主要な施策に関する説明書

を添付しておりますので御参照願います。 

次に議案第３４号平成３０年度長与町水道事業会計予算につきまして、予算書の１ペ

ージをお開き願います。第２条の業務の予定量としまして、平成３０年度末給水戸数を

１万５,７８０戸、年間総給水量を３７０万５,３２１立方メートル、１日平均給水量を

１万１５２立方メートルと見込んでおります。また、主要な建設改良事業といたしまし

て２億４,１３０万円を行う予定としております。 

第３条の収益的収入及び支出の収入では、第 1 款水道事業収益７億９,８５３万２,０

００円を見込んでおります。この主なものとしましては営業収益の７億１,４２０万７,

０００円、主に水道料金６億８,６００万５,０００円でございます。営業外収益では８,

４３１万５,０００円、主なものは長期前受金戻入７,９４７万７,０００円でございま

す。支出では第１款水道事業費用７億３,７７０万３,０００円を予定しております。主

なものとしまして営業費用の７億１,２３６万２,０００円でございます。主な内訳とし

まして水道施設等の維持管理等に要する費用として、原水及び浄水費で２億９,１８６

万４,０００円、配水及び給水費で１億２７万６,０００円、また、減価償却費として２

億１,５８５万６,０００円などを計上しています。営業外費用では１,０５７万１,００

０円を計上しており、主に企業債利息及び消費税等に要する費用となっております。そ

の他、特別損失、予備費を計上しております。 

第４条の資本的収入及び支出の収入では、第１款資本的収入２億４,５８６万円を見

込んでおります。これは企業債の２億２,５００万円と高田地区（高田南）配水管布設

工事に伴う負担金及び分岐工事負担金の２,０８６万円を予定しております。支出では、

第１款資本的支出５億９,２５１万１,０００円を予定しております。この主なものは本

川内地区水道施設整備工事及び青葉台団地内配水管布設替工事などの建設改良費５億５

００万２,０００円及び企業債償還金８,５５０万９,０００円でございます。なお、資

本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３億４,６６５万１,０００円は、当年度分



消費税及び地方消費税資本的収支調整額３,４３８万２,０００円、当年度分損益勘定留

保資金１億４,６５７万９,０００円、減債積立金８,５５０万９,０００円及び建設改良

積立金８,０１８万１,０００円で補填する予定でございます。 

２ページをお開き願います。第５条の企業債につきましては、水道施設整備の事業費

に充てる目的で２億２,５００万円の起債を予定いたしております。第６条の一時借入

金につきましては借入限度額を３億円としております。第７条の予定支出の各項の経費

の金額の流用につきましては、営業費用と営業外費用及び特別損失間において予算の流

用を可能とすることをお願いするものでございます。第８条の議会の議決を経なければ

流用することのできない経費につきましては、職員給与費１億２,６６２万８,０００円

及び交際費１０万円を予定いたしております。第９条のたな卸資産購入限度額につきま

しては７７３万円を予定いたしております。以上が平成３０年度長与町水道事業会計予

算の主な内容でございます。なお、議案の後に平成３０年度長与町水道事業会計予算に

関する説明書を添付いたしておりますので御参照願います。 

次に議案第３５号平成３０年度長与町下水道事業会計予算につきまして、予算書の１

ページをお開き願います。第２条の業務の予定量としまして、年度末排水戸数を１万５,

８４０戸、年間総排水量を４０６万１,９９５立方メートル、１日平均排水量を１万１,

１２９立方メートルと見込んでおります。また、建設改良事業として４億７,１０９万

４,０００円を予定し、国庫補助対象事業として３億２,１００万円を行う予定としてお

ります。 

第３条の収益的収入及び支出の収入では、第１款下水道事業収益として１０億２,７

３１万７,０００円を見込んでおります。主なものとしましては営業収益の６億７,５４

０万円、主に下水道使用料６億７,２６２万１,０００円でございます。営業外収益では

３億５,１９１万６,０００円、主なものは一般会計負担金１億３,１００万円及び長期

前受金戻入２億２,０１０万５,０００円でございます。支出では、第１款下水道事業費

用９億９,５５２万９,０００円を予定しております。主なものとしましては営業費用の

８億９,９２０万４,０００円でございます。営業費用の主な内訳といたしまして、下水

道施設の維持管理等に関する費用として管渠費、処理場費で３億７,２２８万２,０００

円。また、減価償却費として４億５,０６２万２,０００円などを計上しております。営

業外費用では８,８０２万５,０００円を計上しており、主に企業債利息及び消費税等に

関する費用となっております。その他、特別損失、予備費を計上しております。 

第４条の資本的収入及び支出の収入では、第１款資本的収入４億１１４万４,０００

円を見込んでおります。内訳といたしましては、建設改良費への充当分として企業債２

億２,６００万円、国庫補助金１億７,４３０万円、受益者負担金の８４万４,０００円

を見込んでおります。支出では、第１款資本的支出６億８,１８５万円４,０００円を予

定いたしております。内訳といたしましては、建設改良費４億７,３２５万４,０００円、

企業債償還金２億７６０万円、その他、予備費の１００万円でございます。主な建設改



良事業といたしまして、長与浄化センターの耐震化、高度処理に関わる改築更新事業、

また、汚水管渠等の下水処理施設に係る管渠の改築、更新事業を行う予定といたしてお

ります。以上により資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２億８,０７１万円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２,１０２万７,０００円、過年度

分損益勘定留保資金５,２０８万３,０００円及び減債積立金２億７６０万円で補填する

予定といたしております。 

第５条の債務負担行為につきましては、水洗便所改造資金に対する利子補給補助金と

して、住民が借り入れた資金に対して、平成３１年度から平成３５年度までの期間に金

融機関へ支払う利息相当額を限度額とし債務の負担を行う予定としております。上記事

業に伴い借入資金に対する債務不履行時の損失補償として、借入金の償還期限到来後３

か月を経過した日から履行の日までの期間につき、元金及び遅延利息の合計額を限度額

とし債務の負担を行う予定としております。また、平成３０年度から平成３１年度まで

の期間に行います長与浄化センター改築更新工事の委託料につき、平成３１年度施工分

６億３,９００万円を限度額とし債務の負担を行う予定としております。 

２ページをお開き願います。第６条企業債の発行につきましては、建設改良費に伴う

企業債として２億２,６００万円を証書発行により年利率５％以内で借入を行う予定と

いたしました。第７条の一時借入金につきましては借入限度額を３億円としております。

第８条の予定支出の各項の経費の金額の流用につきましては、営業費用、営業外費用及

び特別損失間において予算の流用を可能とすることをお願いするものでございます。第

９条の議会の議決がなければ流用することのできない経費につきましては、職員給与費

６,８９９万２,０００円及び交際費１０万円を予定しております。なお、議案の後に長

与町下水道事業会計予算に関する説明書を添付いたしております。 

以上が当初予算の主な内容でございます。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（内村博法議員） 

次に日程第４１、議案第３６号人権擁護委員の推薦についてを議題といたします。 

ただいま議題としています議案について提案理由の説明を求めます。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君） 

では、議案第３６号人権擁護委員の推薦につきまして、提案理由の御説明を申し上げ

ます。任期満了により退任された委員の後任といたしまして、田島弘明氏を法務大臣に

推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定によりまして、議会の意見を求め

るものでございます。田島氏は昭和５２年より長与町職員として勤務され、税務関係の

窓口や地域振興の担当、また生活福祉部門の部長を歴任されるなど住民福祉の向上に尽

力されました。また、退職後の平成２７年４月より地域公民館やふれあいセンターの館

長として、知識経験を生かした地域コミュニティ活動の推進などに御尽力いただいてい

ます。その他住所等につきましては、お手元の議案書に記載のとおりでございます。人



格識見が高く広く社会の実情に通じ、人権擁護につきまして深い御理解のある方と確信

をしておりますので、よろしく御推薦くださいますようお願い申し上げます。 

以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

これにて本日の日程は終了いたします。 

本日はこれで散会いたします。お疲れさまでした。 

（散会 １２時０６分） 

 


